
個人情報ファイル登録年月日  平成17年04月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 集団健康診査事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

市民の健康保持を図るため、特定健診（40～74歳の国保資格者対象）、一般健診（生活保護受給
者及び20～39歳の市民対象）、各がん検診（全市民）を集団で実施し、その健(検)診結果を把握
し、システムに入力し管理を行う。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

■識別番号

■氏名
■住所
■生年月日・年齢

■性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

■健康状態
■傷病歴
□障害
■身体・性格の
特徴

□学業・学歴
■職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

□収入状況
□資産状況
■税状況
■公的支援状況
□口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

□図面

□画像

■電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

□個人番号

□Eメールアド
レス

収集方法
■本人
■本人以外(本人以外の詳細は別紙）

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

■有（詳細は別紙）

□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

□有

■無

外部委託 ■有（外部委託の詳細は別紙）

□無

一般健診(生活保護受給者及び20～39歳の市民）の受診
者及び申込者

各がん検診（全市民）の受診者及び申込者

特定健診(40～74歳の国保資格者）の受診者及び申込者

集団健（険）診結果表 集団健（検）診要精密者結果台帳

集団健（検）診受診者名簿 集団健（険）診申込者一覧表

各がん検診受診者台帳

特定個人情報
該当の有無

□有

■無

健康推進係1230500-001管理項目 元気づくり課242ID
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受診対象者及び申込者

受診対象者及び申込者

受診対象者及び申込者
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集団健康診査事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 市長

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

（※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

㈱BCC 健康管理システム保守（健(検）診結果入力）/
（公財）福岡県すこやか健康事業団 問診票作成・予約受付・健（検）診の実施・健（検）診結

果データ管理
/

記録項目の名称 追加・補完等の区分 追加・補完等の内容

その他 追加 受診医療機関名

その他 追加 生活習慣

健康管理システム

保有課所属名称 事務等の名称 根拠条文　条-項-号保有課実施機関

税務課 個人市県民税特別徴収賦課事務市長 47 8-1-1

税務課 個人市県民税普通徴収賦課事務市長 52 8-1-1

生活支援課 生活保護事務市長 224 8-1-5

国保年金課 国民健康保険資格管理事務市長 268 8-1-1

人権政策課 ＤＶ相談関連事務市長 349 8-1-5

国保年金課 国民健康保険特定健康診査等事務市長 372 8-1-1

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

九州大学 8-1-7

利用課実施機関 根拠条文　条-項-号利用課所属名称 事務等の名称

市長 国保年金課 国民健康保険特定健康診査等事務372 8-1-1

■有　□無

健康推進係1230500-001管理項目 元気づくり課242ID
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（公財）ふくおか公衆衛生推進機構



個人情報ファイル登録年月日  令和02年10月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 新生児臨時特別給付金支給事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

特別定額給付金の対象とならなかった、令和2年4月28日以降に生まれた新生児を対象に、市の独
自事業として新生児臨時特別給付金事業を実施することに伴い、対象児1名あたり10万円の支給事
務を行うため。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

■識別番号

■氏名
■住所
■生年月日・年齢

□性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
■印影

□収入状況
□資産状況
□税状況
□公的支援状況
■口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

□図面

■画像

■電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

□個人番号

□Eメールアド
レス

収集方法
■本人
□本人以外

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

□有

■無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

□有

■無

外部委託 □有

■無

令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれ、出生
により本市に住民登録された新生児及び父又は母

太宰府市新生児臨時特別給付金申請書

特定個人情報
該当の有無

□有

■無

福祉政策係1230100-001管理項目 福祉課381ID
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となる新生児に給付金

令和3年4月1日から令和4年3月31日
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新生児臨時特別給付金支給事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 市長

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

（※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

■有　□無

福祉政策係1230100-001管理項目 福祉課381ID
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令和 3年度新生児臨時特別給付金事業

目的 

新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、出産した子どもを養育する親に対し、新生児臨時

特別給付金を交付することにより、子育て世帯の経済的負担の軽減及び新生児の健やかな成長

を支援することを目的とする。 

対象者

令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31 日までに生まれ、出生により太宰府市に住民登録された

新生児 

受給権者

対象となる新生児の出生日において、太宰府市に住民登録されている父または母 

申請期間 

令和 3年 10 月 1日から令和 4年 4月 20 日まで 

給付内容

新生児臨時特別給付金 一人につき 5万円 

申請及び給付方法 

①令和 3年 9月 30 日までに出生届を市民課へ提出 

（1）対象世帯へ個別に申請書を発送（特定記録郵便） 

（2）返信用封筒により対象世帯からの申請 

（3）申請書内容に基づき支給（口座振込）⇒支給決定通知 

②令和 3年 10 月 1 日以降出生届を市民課へ提出

（1）出生届提出時に市民課より申請書渡し 

（2）返信用封筒により対象世帯からの申請 

（3）申請書内容に基づき支給（口座振込）⇒支給決定通知 

 ※他市町村及び夜間・土日祝日に出生届を提出した世帯には個別に申請書を送付する 

○新型コロナウイルス感染症対策のため、原則郵送での申請とする 

5
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様式第１号(第３条第１号関係) 

個人情報ファイル登録票

個人情報ファイル登録年月日

個人情報ファイル廃止年月日

平成 26 年 4 月 1 日

事務の名称
木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付事務

特定個人情報

該当の有無

□有

■無

個人情報ファ

イルの利用目

的

木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付の決定に係る事務を行うため

記録項目（追加がある場合は別紙）

戸籍的事項 心身の状況 社会生活 その他 経済状況 収集制限項目

□識別番号

□個人番号

■氏名

■住所

■生年月日・年

齢

■性別

□国籍・本籍

□世帯主・続柄

□親族関係

□婚姻歴

□健康状態

□傷病歴

■障害

□身体・性格の

特徴

□学業・学歴

□職業・職歴

□資格

□賞罰

□地位

□加入団体

□主張

□成績・評価

□家庭状況

□居住状況

□趣味・嗜好

■電話番号

□FAX 番号

□印影

□収入状況

□資産状況

■税状況

□公的支援状況

■口座番号

□思想・信条

□宗教

□人種・民族

□犯罪歴

□社会的差別の
原因となるおそ
れのある事項

記録形態

■文書    ■電磁的記録併用有   
□図面    □電磁的記録併用有   
□画像    □電磁的記録併用有

収集方法

■本人
■本人以外

利用及び提供

の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）
■有 
□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無
□有
■無

外部委託
□有 
■無 

対象者

・木造戸建て住宅耐震改修等補助金の交付を受けようとする者

主な公文書

・太宰府市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付申請書

管理項目
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様式第４号

個人情報ファイル目的外利用等記録票

事務の名称

（利用課）
木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付事務

保有課の名称

事務等の名称

納税課

滞納のない証明

利用開始年月日

利用廃止年月日

令和３年 10 月 15 日

年  月  日

具体的根拠（目的

外利用をする具

体的根拠及び理

由）

太宰府市個人情報保護条例第 8 条第 1 項第 1 号

【第 8 条第 1 項第 2 号該当の場合、目的外利用が可能である具体的根拠法令】

【目的外利用する理由】

当該補助金の申請にあたり、市税の滞納がないことを確認するため。（太宰府市木造戸

建て住宅耐震改修等補助金交付規則第 9 条関係）

記録項目（追加がある場合は欄外）

戸籍的事項 心身の状況 社会生活 その他 経済状況 収集制限項目

□識別番号

■氏名

□住所

□生年月日・年

齢

□性別

□国籍・本籍

□世帯主・続柄

□親族関係

□婚姻歴

□健康状態

□傷病歴

□障害

□身体・性格の

特徴

□学業・学歴

□職業・職歴

□資格

□賞罰

□地位

□加入団体

□主張

□成績・評価

□家庭状況

□居住状況

□趣味・嗜好

□電話番号

□FAX 番号

□印影

□収入状況

□資産状況

■税状況

□公的支援状況

□口座番号

□思想・信条

□宗教

□人種・民族

□犯罪歴

□社会的差別の
原因となるおそ
れのある事項
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様式第１号（第９条関係）      （第１面） 

  年   月   日 

太宰府市長 殿 

   太宰府市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付申請書 

太宰府市木造戸建て住宅耐震改修等補助金交付規則を承知のうえ、    年度の標記補助

金の交付を受けたいので、同規則第９条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請

します。 

なお、私は、当該補助金の交付又は不交付の決定に係る審査のため、私の世帯の住民基本台

帳及び納税の状況の照会並びに筑紫野警察署への照会等を行うことに同意します。 

記 

１ 補助事業の種類（いずれかに○） 

  耐震改修工事 ・ 耐震シェルター等設置工事 ・ 建替え等に伴う除却

２ 耐震改修工事等の着手予定年月日            年   月   日 

３ 耐震改修工事等の完了予定年月日            年   月   日 

４ 交付申請額                            円  

※「５ 交付申請額の算出方法」の②、③欄の額のうち、最も低い額を記入 

５ 交付申請額の算出方法 

算出項目 算出額 算出説明（算出式） 

耐震改修工事等に

要する費用 ①
    円 

耐震改修工事等に要する経費で、建設会

社等に支払う予定の額 

補助基準額② 円 
（1,000 円未満切捨） 

耐震改修工事＝①の額×25％ 

耐震シェルター等設置＝①の額×46％ 

建替え等に伴う除却＝①の額×23％

補助上限額

③

耐震改修工事        600,000 円 

耐震シェルター等設置 300,000 円 

建替え等に伴う除却 300,000 円

太宰府市木造戸建て住宅耐震改修等補助

金交付規則に定める額 

申請者 郵便番号

 住 所

ふ り が な 

 氏 名

 生年月日 年    月    日

 性 別

 電話番号 （    ）    ― 

9



（第２面） 

６ 補助対象住宅等の概要 

所 在 地 太宰府市 

建 築 時 期    年    月 

構          造 木造    階建て 

規          模 
延べ床面積         ㎡ 

（うち、住宅の用に供する部分の床面積      ㎡） 

所  有  者   （申請者との関係：   ）

居  住  者   （申請者との関係：   ）

居住する高齢者等 

(耐震シェルター等

設置の場合のみ 

いずれかに○) 

高齢者・障がい者・要介護者・要支援者・避難行動要支援者 

その他（           ） 

７ 添付書類 

  (1)  申請に係る補助対象住宅の登記事項証明書その他当該補助対象住宅の所有者等が分か

る書類（所有権を有する者が複数存在する場合は、その代表者１名分を添付すること。） 

 (2) 申請者が申請に係る補助対象住宅の所有者でない場合は、当該補助対象住宅の所有者の

本申請に係る承諾書。 

  (3)  建築完了検査における検査済証の写し、又は補助対象住宅の建築年月日等を明らかにす

る書類 

  (4)  耐震診断結果報告書 

 (5) 市税の納税義務者は、市税の滞納がないことの証明書（申請日前 30 日以内に交付を受

けたもの。市内に住所がある者を除く。） 

  (6)  耐震改修工事については、耐震補強計画書及び経費が確認できる耐震改修工事費概算見

積書（施行建設会社等の社名及び押印があるもの。原本に限る。） 

 (7) 耐震シェルター等の設置については、高齢者等が居住していることを確認できる書類。 

 (8) 建替え等に伴う除却工事については、除却工事後居住する住宅の登記事項証明書その他

当該住宅の地震に対する安全性が確保されていることが確認できる書類 

  (9)  その他市長が必要と認める書類 
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様式第１号(第３条第１号関係) 

個人情報ファイル登録票

個人情報ファイル登録年月日

個人情報ファイル廃止年月日

平成 27 年 04 月 01 日

事務の名称
空家等の管理事務

特定個人情報

該当の有無

□有

■無

個人情報ファ

イルの利用目

的

空家の実態把握及び適正な管理を行うよう所有者に指導する。

記録項目（追加がある場合は別紙）

戸籍的事項 心身の状況 社会生活 その他 経済状況 収集制限項目

□識別番号

□個人番号

■氏名

■住所

□生年月日・年

齢

□性別

■国籍・本籍

□世帯主・続柄

■親族関係

□婚姻歴

□健康状態

□傷病歴

□障害

□身体・性格の

特徴

□学業・学歴

□職業・職歴

□資格

□賞罰

□地位

□加入団体

□主張

□成績・評価

□家庭状況

□居住状況

□趣味・嗜好

■電話番号

■FAX 番号

□印影
■E メールアド
レス

□収入状況

■資産状況

■税状況

□公的支援状況

□口座番号

□思想・信条

□宗教

□人種・民族

□犯罪歴

□社会的差別の
原因となるおそ
れのある事項

記録形態

■文書    ■電磁的記録併用有   
□図面    □電磁的記録併用有   
□画像    □電磁的記録併用有

収集方法

■本人
□本人以外

利用及び提供

の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）
■有 
□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無
□有
■無

外部委託
□有 
■無 

対象者

・太宰府市内の空家等の所有者

主な公文書

・空家等管理台帳

管理項目
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様式第６号

個人情報ファイル外部提供記録票

事務の名称

（提供課）
空家等の管理事務

外部提供先の

機関の名称

公益社団法人 宅地建物取引業協会 筑紫支部

提供開始年月日

提供廃止年月日

令和３年   月   日

年   月   日

具体的根拠（外部

提供する具体的

根拠及び理由）

太宰府市個人情報保護条例第 8 条第 1 項第 号

【第 8 条第 1 項第 2 号該当の場合、外部提供が可能である具体的根拠法令】

【外部提供する理由】

市と宅建協会で空家相談窓口を設置しており、受付窓口が市であるため申請者同意のもと

情報共有するため。

記録項目（追加がある場合は欄外）

戸籍的事項 心身の状況 社会生活 その他 経済状況 収集制限項目

□識別番号

■氏名

■住所

□生年月日・年

齢

□性別

□国籍・本籍

□世帯主・続柄

□親族関係

□婚姻歴

□健康状態

□傷病歴

□障害

□身体・性格の

特徴

□学業・学歴

□職業・職歴

□資格

□賞罰

□地位

□加入団体

□主張

□成績・評価

□家庭状況

□居住状況

□趣味・嗜好

■電話番号

■FAX 番号

□印影
■E メールアド
レス

□収入状況

□資産状況

□税状況

□公的支援状況

□口座番号

□思想・信条

□宗教

□人種・民族

□犯罪歴

□社会的差別の
原因となるおそ
れのある事項
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太宰府市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

                     令和  年  月  日 

条  例 第    号 

 太宰府市個人情報保護条例（平成 16 年条例第 17 号）の一部を次のように改正

する。 

第 21 条の 2 中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に、「第 19 条第 7 号」を「第

19 条第 8 号」に、「同条第 8 号」を「同条第 9 号」に改める。 

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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太宰府市個人情報保護条例（平成16年条例第17号）新旧対照表 

現行 改正案 

（保有個人情報の提供先への通知） （保有個人情報の提供先への通知） 

第21条の２ 実施機関は、前条の規定により保有個人情報を訂正した

場合において、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提

供先（情報提供等記録にあっては、総務大臣    及び番号法第19条

第７号に規定する情報照会者若しくは情報提供者又は同条第８号に

規定する条例事務関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者

（当該訂正に係る同法第23条第１項及び第２項に規定する記録に記

録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。））に対し、

遅滞なくその旨を書面により通知するものとする。 

第21条の２ 実施機関は、前条の規定により保有個人情報を訂正した

場合において、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提

供先（情報提供等記録にあっては、内閣総理大臣及び番号法第19条

第８号に規定する情報照会者若しくは情報提供者又は同条第９号に

規定する条例事務関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者

（当該訂正に係る同法第23条第１項及び第２項に規定する記録に記

録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。））に対し、

遅滞なくその旨を書面により通知するものとする。 
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条例・規則等制定・改廃概要説明書【起案用紙別紙資料】 

制定・改正等理由（なぜ制定・改正等をするのか簡単にわかりやすく説明して下さい） 

・令和 3年 5月 19 日に公布された、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に

関する法律（令和 3年法律第 37 号）第 55条において、「行政手続きにおける特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律」の改正が規定され、第 19 条（特定個人情

報の提供の制限）の規定について、第 3 号の次に新たに 1 号追加することに伴い、同条

第 4号以降に号ずれが生じたための改正。 

・デジタル庁設置法の公布に伴い、デジタル庁の長は、内閣総理大臣とすることとした

（第６条第１項関係）ことによる改正。 

制定・改正等内容（制定・改正等の内容{ポイント}を簡単に分かりやすく説明して下さい） 

・第 21 条の 2 中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に、「第 7 号」を「第 8 号」に、「第 8

号」を「第 9号」に改める。 

その他（上記以外に説明があれば記入して下さい） 
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